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多彩なニーズに応じて
SAPシステムを活用
NTTデータグループ/NTTグループのデータ
センターに設置したSAPシステムを、ニーズ
に応じてご利用いただけます。
必要に応じてハードウェアリソースを確保
NTTデータグループが豊富に保有している
リソースを、仮想化技術を用いて柔軟に活
用できるINERPIAでは、月額の利用料金を
変更することでリソースの拡張に対応。近
隣もしくは海外を含む遠隔地のデータセン
ターにディザスタリカバリ（DR）サイトを構
築するといったご利用方法も可能です。
高品質なサービスの提供およびランニング
コストの削減
基幹システムの運用に求められる高度な
サービスレベルアグリーメント（SLA）が提
供可能です。たとえば、ハードウェア更改、
経年劣化による性能問題に対応する管理/
運用要員をお客様と合意したSLAに基づ
いて提供。また、提供される要員リソース

はシェアード化されているので、業務の品
質を向上させながら、お客様のランニング
コストを削減します。
グローバルでのホスティングサービス利用
国内および海外の信頼性の高いデータセン
ターを利用し、高品質なホスティングサー
ビスを提供します。海外のデータセンター
においても建物および電源などの付帯設
備、立地条件、セキュリティー対策など、日
本国内と同等の設備を構築。世界3極体制
の運用サービス（日本語/英語対応）が整備
されており、海外現地法人も含めてシステ
ム運用コストを大幅に抑制できます。

INERPIAがもたらす4つのメリット
企業は以下の4つの観点から、さまざまな
メリットを実感できます。
人材活用：SAPシステムの運用リソースを
開放し、ビジネスの課題解決や新技術の導
入といったコアビジネスに専念できるた
め、IT部門の負担が軽減。また、サービスメ

ニュー選択により、
必要に応じて柔軟
にリソースを変更で
きます。
コンプライアンス強
化：NTTデ ータグ
ループが構築してき
た、豊富な実績に基
づく各種プロセスを
スピーディに展開。

また、監査対応に要する過剰投資を回避し
ながら、複数の高度な監査をクリアできます。
SAP専門部隊による高度なサポート：SAP
認定コンサルタントによる24時間365日
のサポート体制のメニューを選択すること
で、リソース不足が解消されます。また、世
界各地のNTTデータグループ各社が共有
するSAPシステム運用ノウハウを活用し、
最適なシステム運用を実現できます。
システム運用のコスト削減：NTTデータグ
ループによるグローバルな連携体制「SAP
Global One Team」が、高品質・低コスト
なシステム運用を実現します。また、事業
継続計画（BCP）に基づくディザスタリカバ
リ（DR）サイトの構築作業を簡素化します。

SAPシステムに特化したホスティングサー
ビスにオンデマンドの拡張性を融合した
INERPIAのSAPホスティングサービスは、
システムの最適化とコスト削減を両立し、
企業戦略に貢献します。

2011年8月からNTTデータグループが提供を開始したINERPIA（イナーピア）のSAPホス
ティングサービスは、SAPシステムのクラウドサービスとして、システムの新規導入コストや運
用コストの削減に貢献します。また、昨今対応が求められている災害時の事業継続計画

（BCP）に対する解決策としても利用いただけるため、お客様は自社システムの運用状況に応
じて、必要なサービスを選択することが可能です。

システムリソースを最適化し、事業継続を推進する
INERPIA（イナーピア）のSAPホスティングサービス
さまざまな課題を解決し、企業戦略に貢献するクラウドサービス

株式会社NTTデータ

〒135-8671 東京都江東区豊洲3-3-9 
豊洲センタービルアネックス
TEL： 050-5547-4530
e-mail： g-sap_inerpia_sales@kits.nttdata.co.jp
URL： http://www.nttdata.co.jp/services/s090450.html

株式会社NTTデータ
グローバルSAPビジネス本部

お問い合わせ先

SAPホスティングのサービススコープ
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富士通の緊急連絡/安否確認サービスは、
SafetyValueが提供する事業継続ソリュー
ションの1つで、災害発生時における緊急
連絡や召集はもちろん、平常時における情
報連絡に有効なSaaS型サービスです。
災害発生時に輻輳の影響を受けにくい携帯
電話のEメール機能を使うことで、簡単で確
実な情報伝達に威力を発揮します。また、
地震発生時の震度設定や気象情報に基づ
いた安否確認の自動配信機能を標準装備
しており、休日、就業時間外を問わず、迅速
に安否確認メールを配信できます。
特長1：地震発生時の自動安否メール配信
機能をきめ細かく設定可能
●お客様にて「震源エリア/震度」を自由に

設定 
●震度設定における配信対象者や送信文

面も柔軟に設定 
●1人あたりにおける設定可能エリアは、最

大10カ所まで可能 

●エリアグルーピングも都道府県から地域
ブロック（例：近畿）まで設定可能 

特長2：災害発生時に確実な動作を実現す
る仕組み
●携帯キャリア基地局が被災した場合の微

弱電波でも、パケット利用は少量のため確
実な情報伝達が可能（メール機能利用時）

●センターから配信される安否確認メールに
対し、1文字返信にて回答可能（富士通推奨：
ネットワーク輻輳の影響を受けにくいため）

●携帯電話の充実した機能にも対応できる
Web回答（受信メールの個別URLクリック
により面倒なログイン操作不要を実現）

特長3：企業のM&Aやグループ統合にも
柔軟に対応
●管理者に制限を設けない仕組みにより、

権限委譲や運用分散化に柔軟に対応 
●グループ統合や現場での細かい組織体

系に追従できる深い階層設定 
●組織を横断するグループ形成に威力を発

揮する柔軟なグルーピング機能を標準
装備 
●メールアドレスの鮮度維持に管理者の

手を煩わせない自動確認メール配信 
特長4：情報セキュリティへの対応
●全ての通信に対して暗号化機能を

標準装備しているため、管理者・操
作者の場所を選ばない 

●なりすましログインやアタック攻撃
を防ぐため、検索エンジンにヒット
しない仕組みを採用

緊急連絡/安否確認サービスの利用シーン
企業グループを統制した事業継続を主眼と
する災害対策への取り組み
ホールディングスでの運用を考慮した、企
業グループを統制する安否確認や、運用負
荷の分散としてグループ企業ごとに運用管
理できる仕組みを提供します。
トラブル発生時の早期対応
システムトラブル時のリソース管理として、
迅速に従業員の状況把握を行います。
広報や会議開催通知案内などの情報配信
平常時の連絡手段として会議・会合の開催
通知や情報配信ツールとして利用できます。

その他SafetyValueは、安心安全マネジ
メント、情報セキュリティ、事業継続とフィジ
カルセキュリティの4つの観点から、お客様
の経営層、情報システム部門と人事・総務
部門を主な対象とする、さまざまなソリュー
ションとサービスを提供します。詳しくは富
士通のホームページをご覧ください。

企業を取り巻く環境は大きく変化しており、さまざまな課題に対する取り組みが求められていま
す。そのなかでもリスクへの適切な対応は重要なテーマであり、“事業継続性の担保”の観点が欠か
せません。富士通は、事業継続計画（BCP）の策定と対策、継続的改善活動を支援する運用管理ま
で含め一貫したサービスをご提供し、強力な事業継続対策を実現。自社実践のノウハウと最新の
クラウド・コンピューティング技術を活用し、お客様の事業継続の取り組みを強力に支援します。

安心安全ソリューションSafetyValueが提供する
緊急連絡/安否確認サービス
安心安全なＩＴ環境により、企業価値向上を支援

富士通株式会社

〒144-8588 東京都大田区新蒲田1-17-25 
富士通ソリューションスクエア
TEL：03-6424-6522  FAX：03-6424-6458
URL： http://jp.fujitsu.com/solutions/sap/
E-mail：sapbc-sbc@ml.css.fujitsu.com

富士通株式会社
ERPビジネスセンター

お問い合わせ先

災
害
発
生

高セキュリティ

気象連携配信情報

気象情報と連携して自動配信

安否状況回答

メールで回答
（推奨）

1文字で状況回答

携帯電話
Webで回答

安否（状況）
回答

気象情報と連携して
自動メール配信

状況確認

災害時：緊急連絡（手動配信）安否確認。
平常時：弔辞連絡、訓練など

受 信

パソコン・携帯電話Webから

3
特長 お客様：管理者

1
特長 気象情報提供機関 2

特長 お客様：従業員／職員

4
特長

受信

あ

あ

●地震情報
●天気予報
●津波情報
●注意／警戒情報
●台風情報

●メッセージ作成
●送信先グループ選択
●返信メール受信
●未返信者への自動再送信
●運用メンテナンスなど
●返信文面は自由に設定し、
   定型文に登録

富士通
システムセンター

緊急連絡/安否確認サービス
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先端技術を体感できる
"MKI LIVE THEATER"
三井情報株式会社（MKI）は、新宿から電車
で10分圏内という立地にある東中野オ
フィスのアクセス性を活かし、顧客参加型
の総合ラボ「先端技術センター」としてリ
ニューアル。"MKI LIVE THEATER"をコン
セプトに、現在進行形の先端技術を体感で
きる施設として活用していきます。お客様
は最新のデモ環境で、技術を実際に使って
評価することが可能です。また、クラウド、
SOA、モバイル、インメモリーコンピュー
ティングなど、SAPソリューションを支える
最新のテクノロジーに関する検証を行って
いるMKIのエンジニアが、お客様が抱える
課題や技術の導入に関する知見を提供し
ます。同社の取締役 執行役員 CTOの加藤

幸久氏は同センターの役割を、次のように
説明します。

「お客様の潜在的なニーズにも対応して技
術やソリューションを具現化するための環
境であり、当社のグローバルネットワーク
を駆使して、最先端の技術動向を共有でき
る場にしていきます」
綿密に設計された同センターには、最新の
情報ディスプレイやプレゼンテーション設
備、プロジェクトルーム、見学施設などが用
意されています。

ユーザー、ベンダーとMKI
三位一体の研究開発体制
最新の「設備」に加えて、先端技術センター
は「人」をつなぐコラボレーション機能につ
いても画期的なスタイルを創出。バーチャ

ル環境を利用した
SAPやマイクロソフ
トといった ア プリ
ケ ー シ ョ ン ベ ン
ダー、OSベンダーと
のミーティングや、
ヨーロッパやアメリ
カにいるMKIのメン
バーもコミュニケー
ションに参加するな
ど、常に最新の技術
動向を共有できる
体制を構築します。

「先端技術センター

が総合ラボとしての求心力を発揮し、お客
様、ベンダー、当社が三位一体となって新
しいアイデアを具現化していくことが究極
の目標です」（加藤氏）

IT活用に新たな価値を創出する
総合ラボの実現
先端技術センターのオープンを控えた
MKIでは、「R&Dセンター」を核に、SAP
In-Memory Appliance（SAP HANA）に
よるインメモリーコンピューティングなど、
次世代ソリューションのプロジェクトに取
り組んでいます。「先端技術センターでも
最新の設備を活用して、より多くのお客様
と積極的なコラボレーションを図っていき
たいと考えています。その結果として、日本
企業におけるICT活用のレベルアップに貢
献することを目指します」（加藤氏）
MKIの「先端技術センター」は、ユーザーに
新たな価値を提供する顧客参加型の総合
ラボとして、大きな役割を果たしていくこと
になります。

2012年1月、三井情報株式会社の東中野オフィス（東京）は「先端技術センター」として
リニューアルされます。ソリューション開発/研究機能を集約するとともに、先端技術に
関する情報や検証環境を顧客に提供できる場を整備しました。同センターは、「顧客
とともにアイデアを創出する」ことをメインテーマに、万全の体制でSAPソリュー
ションの活用を支援します。

"MKI LIVE THEATER"をコンセプトに
顧客参加型の総合ラボ「先端技術センター」を設立
グローバルネットワークを駆使して、最先端の技術動向を共有

三井情報株式会社

〒164-8555 東京都中野区東中野2-7-14
TEL：03-3227-5515
URL：http://www.mki.co.jp/

三井情報株式会社

お問い合わせ先

先端技術センター内部（完成イメージ）
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JSUGの概要
名称：ジャパンSAPユーザーグループ（略してJSUG、ジェイサグ）
設立：1996年
会長：中島 透（三井物産株式会社）
法人会員（ユーザー）：404社    賛助会員（パートナー）：53社
JSUGNET登録者：5,488名（以上、2011年9月末現在）
経営（補佐）層向け活動1、産業別活動7、機能別活動8、
テクニカル系活動4、地域別活動3

入会申込書

FAX
:0

3
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7
5
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9
2

JSUG FAX:03-5575-7492

入会方法

お問い合わせ

入会申込書をご記入の上、FAXまたは電子メールで
お送りいただくか、JSUGホームページ（JSUGNET）
よりオンラインでもお申込みいただけます。
JSUGNET：http://www.jsug.org/

ジャパンSAPユーザーグループ
東京都港区赤坂4丁目3-15 FSK赤坂ビル2F
E-mail：info@jsug.org
TEL：03-3588-0485  FAX：03-5575-7492
運営時間：平日 10:00-18:00

ふりがな

お名前

会社名
（部署名）

E-Mail

電話番号

ご住所

会員区分

SAP製品の
ユーザー

コメント

@
（　　　　　　　　）              　　　　　-

（〒　　　　　　　　　　　　）              　
都道
府県

□ SAP製品のユーザーである　　　　□ SAP製品のユーザーではない

□ 法人会員　　　　　□ 賛助会員　　　　　 □ 個人会員

市区
町村

JSU
G

●プラチナスポンサー
アクセンチュア株式会社
アビームコンサルティング株式会社
株式会社NTTデータ
日本アイ・ビー・エム株式会社
株式会社日立製作所
富士通株式会社
三井情報株式会社

オンライン入会のご案内
※JSUGへの入会手続きは、JSUGNETからオンラインで承っております。 http://www.jsug.org/

FAXでお申し込みいただく場合は、お手数ですが送信後、info@jsug.orgまでご一報ください。！ ご記入いただいた情報は、JSUGからの各種ご案内（イベント、セミナー）に使用させていただく場合がございます。

>>>

2011年度 JSUGスポンサーシッププログラム

JSUG会員資格
法人会員：SAPのシステムを使用している又は使用が見込まれる法人
賛助会員：本会の目的に賛同した法人で、

SAPによって承認されたビジネスパートナー
個人会員：本会の目的に賛同した個人
年会費     法人会員：60,000円　

初年度年会費無料（SAPジャパン株式会社が負担）
賛助会員：110,000円   個人会員：30,000円

協賛企業一覧

●ゴールドスポンサー
コベルコシステム株式会社

●NETスポンサー
株式会社アイ・ティ・フロンティア
株式会社エス・アイ・サービス
オープンテキスト株式会社
東洋ビジネスエンジニアリング株式会社

●ダイヤモンドスポンサー SAPジャパン株式会社




